
害が大きく増加しているもの

の、従来型の災害と同様の対

策では十分な成果を上げるこ

とができていない状況にある

ことから、転倒防止・腰痛予

防対策の在り方および具体的

な対策の方針等について検討

しているものです。 

つまり、転倒防止・腰痛防

止に効果的な取組みの推進に

必要な制度等を見直し、新た

な切り口による取組みを進め

ていこうというもので、会社

としても注目していきたいと

ころです。 

今後、職場における対策の

実施体制の強化などの論点も

加えて、中間整理がまとめら

れる予定ですが、７月 29 日

に第３回目の検討会が開催さ

れ、次のような中間整理案が

示されています。 

 

◆中間整理案の骨子 

○安全衛生教育の在り方など 

・労働者への雇入時教育等

の安全衛生教育やその責任者

への教育については、業界の

実態も踏まえ、一定時間の座

学等の既存の手法にとらわれ

ず、アプリ等も活用した効率

的・効果的な実施方法を提示

していくべき。 

・取組みが進むよう、ナッ

ジの活用等行動経済学の観点

からの研究を進め、手法とし

て取り込んでいくべき など 

○労働者の健康づくり等 

・事業場において理学療法

士等も活用して労働者の身体

機能の維持改善を図ることは

有用であり、国はそのための

支援体制を拡充するべき。 

・骨密度、「ロコモ度」、視

力等の転倒（・腰痛）災害の

発生に影響する身体的要因の

スクリーニング（リスクを自

覚させること）も必要（前提

として労働者の不利益取り扱

いに繋がらないような仕組み

が必要） など 

○中小企業等事業者への支援 

・労働力のさらなる高齢化

を見据え、身体機能の低下を

補う設備・装置の導入等につ

いて、中小企業等事業者を国

が引き続き支援していく必要

がある。 

【厚生労働省「転倒防止・腰痛

予防対策の在り方に関する検討

会 第３回資料」】 

https://www.mhlw.go.jp/s

tf/newpage_27149.html 

 

9月の税務と労務の手続期

限［提出先・納付先］ 

 

1２日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞［公共職業安定所］ 

 

３０日 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離職

の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 
 

 

ろ、31 円の引上げを決定し

たところもあります。 

 

◆中小企業向けの支援策は？ 

一方、中央最低賃金審議会

では、企業物価指数が９％超

の水準で推移する中で多くは

十分な価格転嫁ができず厳し

い状況であること、特に中小

企業・小規模事業者の賃金支

払能力の点で厳しいものとな

ったとの受止めはされていま

す。 

そのため、答申において、

中小企業向けの支援策に関す

る政府に対する要望も盛り込

まれています。 

 

◆業務改善助成金の動向に要

注目 

具体的には、業務改善助成

金について、原材料費等の高

騰にも対応したものとするな

どより実効性ある支援の拡

充、また、最低賃金が相対的

に低い地域における重点的な

支援の拡充等が挙げられてい

ます。 

具体的な内容はまだ明ら

かにされていませんが、昨年

度は、最低賃金引上げに対応

した業務改善助成金特例コ

ースの受付が、令和４年 1 月

13 日に開始されました。 

最低賃金額の改定は令和

４年 10 月以降となります。

こうした支援策の動向にも

注目しておくとよいでしょ

う。 

【厚生労働省「令和４年度地

域別最低賃金額改定の目安につ

いて」】 

https://www.mhlw.go.jp/

stf/newpage_27195.html 

 

 

職場における転倒防止・腰

痛予防対策について～厚

生労働省の検討会中間整

理案より 

 

◆検討会開催の目的 

厚生労働省において、転倒

防止・腰痛予防対策の在り方

に関する検討会が開催され

ています。近年、特に小売業

や介護施設等を中心に「転

倒」や「腰痛」による労働災

最低賃金 過去最大の引上

げにどう対応する？ 

 

◆令和４年度最低賃金は過

去最大の引上げ 

８月２日、厚生労働省が公

表した令和４年度地域別最

低賃金額改定の目安は、同審

議会公益委員の見解として

示された 3.3％を基準とし

た結果、30～31 円という過

去最大の引上げとなりまし

た。 

 

◆目安を上回る額の改定を

決定するところも 

これを踏まえて各都道府

県の地方審議会における改

正の議論が行われ、８月９日

までに、27 の都道府県で答

申もしくは公示が行われて

います。 

このうち、茨城県、兵庫県、

佐賀県、熊本県では、中央最

低賃金審議会が答申した額

を上回る32円の引上げを決

定しています。また、北海道

のように目安が30円のとこ
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